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・産後パパ育休に関する労使協定

ビタミンMの内容に関しては、分かりやすく簡潔に表現することを心掛けておりますので、情報のすべてを正確に表すことができない場合があります。このような場合において、内容が
不正確であったこと及び誤植があったことによる生じたいかなる損害に対しても、当事務所は一切の責任を負いません。
また、ビタミンMの内容は、作成日現在において有効な情報です。制度や法律は変更されますので、ご利用日時点での内容を官公庁等にご確認ください。

業務によって感染した場合、労災保険給付
の対象となります。

【対象となるもの】

■感染経路が業務によることが明らかな場合

■感染経路が不明でも、感染リスクが高い業

務に従事し、それにより感染した蓋然性が

強い場合

例1：複数の感染者が確認された労働環境

下での業務

例2：顧客等との近接や接触の機会が多い

労働環境下の業務

■医師・看護師・介護従事者等は、業務外

（家庭内や友人等）で感染したことが

明らかな場合を除き、原則として対象

【労働者死傷病報告書】

労災発生の際に所轄労働基準監督署へ提出

【療養補償給付】

①労災指定病院で受診：治療費無料

②労災指定病院以外で受診：治療費を一旦

全額負担し、労災請求後に負担した費用の

全額が支給されます。

【休業補償給付】

療養のために仕事を休み、賃金を受けていな

い場合、給付を受けることができます。

■給付日：休業4日目から

■給付額：休業1日あたり給付基礎日額

の8割（特別支給金2割含む）

保険給付の請求は本人が行うもの
です。ただ、事業主の証明欄があるた
め、実際は事業所から提出する場合
が多いです。本人が記入できる箇所
は全て記入してから提出してもらうよう
にしましょう。

また、医療機関を受診せず自宅療
養をした場合、診療担当者の証明に
ついては、PCR検査や抗原検査で陽
性結果を確認できる書類（陽性結果
通知書等）や、My HER-SYSに

より電磁的に発行された

証明書等を添付すること

で請求が可能です。５

労災申請をしたことがないですが
何をしたらいいのでしょうか。

事業所で新型コロナウイルスのクラス
ターが発生しました。

職員から労災申請を希望されましたが、
労災の対象になるのでしょうか。

労災の様式を見ると、本人に記入しても
らうのがいいように感じますが、事業所で
対応しなければならないのでしょうか。

また医療機関の証明欄について、医療
機関に受診せず、自宅療養した場合はど
うしたらいいでしょうか。
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産後パパ育休に関する労使協定
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作成日：2022.09.20
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2022年10月1日施行される出生時育児休業（通称、産後パパ育休）は、子の出生後8週間以内に、4週間まで休業できる
新設の育休制度です。この制度では、労使協定を締結することにより一部例外的に取り扱うことが可能となっています。
労使協定の対象となるのは以下の3つです。

ビタミンＭの“Ｍ”とは、“Ｍａｎａｇｅｍｅｎｔ”を指し、“お客様の経営に効く”
“お客様に活力を与える”存在でありたいとの願いが込められています

休業中の就業の上限

労使協定で定められる内容

職場でコロナウイルスに感染、労災の対象になる？

・職場でコロナウイルスに感染、

労災の対象になる？

※1 雇用環境の整備などについて、法を上回る取り組みを労使協定で定めている場合は、１か月前までとできる。

原 則 労使協定締結後

対象から除外

・日雇労働者
・有期雇用労働者で、申出時点で、子の出生日又は出産予定日のいずれ
か遅い方から起算して8週間を経過する日の翌日から6か月を経過する
日までに労働契約期間が満了し、更新されないことが明らかな者

左記に加えて以下も除外可
・雇用された期間が1年未満の労働者
・8週間以内に雇用関係が終了する労働者
・週の所定労働日数が2日以下の労働者

申出期限 ・休業の2週間前まで ・休業の1か月前まで（※1）

休業中の就業 ・不可 ・労働者が合意した範囲で休業中就業可（※2）

※2 就業可能日等には以下の通り上限あり

●休業期間中の所定労働日・所定労働時間の半分
●休業開始・終了予定日を就業日とする場合は当該日の所定労働時間数未満


